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記載要件の運用の現状 

 
１．日本特許庁における記載要件違反通知率の推移 
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※第１回目着手時の（36条違反通知案件数／拒絶理由通知案件数）を算出

 
図１ 日本特許庁における記載要件違反通知率の推移 

 
 
２．記載要件違反の拒絶理由通知率の三極比較 
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※各国とも、2001-2005に出願され、拒絶理由通知を受けたサンプル案件600件を抽出して解析
 

図２ 記載要件違反の拒絶理由通知率の三極比較 
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３．記載要件に関するユーザーアンケート結果・三極比較 

実施可能要件・サポート要件（USと比較）

10.3%

32.2%

54.1%

2.7%

0.7%

非常に厳しい

やや厳しい

同程度

やや緩い

非常に緩い

実施可能要件・サポート要件（EPと比較）

3.9%
12.8%

81.4%

1.9%

非常に厳しい

やや厳しい

同程度

やや緩い

非常に緩い

明確性要件（USと比較）

4.7%

29.2%

61.7%

4.4%

非常に厳しい

やや厳しい

同程度

やや緩い

非常に緩い

明確性要件（EPと比較）

14.5%

81.8%

3.4%

非常に厳しい

やや厳しい

同程度

やや緩い

非常に緩い

 
図３ 記載要件に関するユーザーアンケート結果・三極比較 

 平成 19 年度特許庁産業財産権制度問題調査研究報告書

「特許の審査実務（記載要件）に関する調査研究報告書」

よりデータを抜粋
※調査対象：日本知的財産協会正会員企業 902 社（有効回答数 216 件）

 
 
 

４．特許率の三極比較 
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データ出典：三極統計報告書（1996-2007)
                 四庁統計報告書（2008)
URL: http://www.trilateral.net/statistics.html

日本：特許査定件数÷（特許査定件数＋拒絶査定件数＋審査着手後の取下・放棄件数）
米国：特許許可件数÷（特許許可件数＋放棄件数）
欧州：特許公告件数÷（特許公告件数＋拒絶査定件数＋放棄件数）

 
図４ 特許率の三極比較 
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５．まとめ 

・ 36 条の通知率は、近年上昇しているものの、他庁との間で大きな違いはない（図

１，２）。 
・ 記載要件の判断の厳しさは日本と欧米とで同程度であるというのが大半のユーザ

ーの実感であるが、日本が厳しいという意見も存在する（図３） 
・ 近年、日本の特許率は安定しており、三極間でも特許率に大きな違いはない（図

４） 


